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2. 季刊教育法64号、 1986年 9月臨時増刊号、体
罰・いじめ、エイデル研究所。
3.季刊教育法101号、 1995年、いじめ・少年非
行・家族・福祉の法律問題、エイデル研究所。
4. 季刊教育法105号、 1996年、いじめへの対応、
エイデル研究所。
5.池弘子・香川知晶訳、 1996年、いじめ、ひとり
で苦しまないで 学校のためのいじめ防止マニ
ュアル イギリス教育省の試み、東信堂。
6. ミッシェル・エリオット ジェーン・キルパト
リック共著、平野裕二訳、いじめに立ち向かう
キッドスケープ・トレーニング・ガイド、 1997
年、アドバンテージサーバー。
7. 鎌田慧、 1998年、いじめ社会の子どもたち、講
談社文庫。
8. 添田久美子、 1999年、アメリカにおける学校の
安全配慮・指導監督義務責任について、神戸大
学教育学会研究論叢第 6号。
9.門脇厚司、 1999年、子どもの社会力、岩波新書。
追記
本稿は、平成1年度東京女子体育大学個人研究費
の交付を受けて、アプリケーションソフト「リーガ
ルベース」を購入し、学校事故について判例検索を
行い、それを利用して執筆したものである。
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